
別紙 
Ⅰ．事業評価総括表 

（単位：円） 

番号 交付金事業の名称 
交付金事業者名又は間 
接交付金事業者名 

交付金事業に要した経費 交付金充当額 備 考 

1 
原子燃料サイクル施設に係

る広報・調査等事業 
東通村 0 0  

（備考） 
事業が二つ以上の場合は必要に応じて欄を設けること。 

  



Ⅱ．事業評価個表 
 
                                                        （単位：円） 

番号 交付金事業の名称 

1 原子燃料サイクル施設に係る広報・調査等事業 

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 東通村 

交付金事業実施場所 東通村 

交付金事業の概要 
東通村民の原子力・エネルギー施設等に係る理解促進を図るため、以下の事業に交付金を充当しまし

た。 

1調査事業 2広報事業 3連絡調整事業 

総事業費 0 

交付金充当額 0 

うち文部科学省分 0 

うち経済産業省分 0 

交付金事業の成果目標 
原子力発電施設等見学会の実施により、東通村民の原子力発電所や原子燃料サイクルの必要性、安

全性への理解促進を図ります。 

交付金事業の成果指標 

１.調査事業 

○原子力発電施設等見学会の実施による調査 

2.広報事業 

○原子力発電施設等見学会の実施による広報 

（見学会参加前に比べ、原子力に関する理解が深まったという回答を 8割得ます。） 

3.連絡調整事業 

○県との連携を図り円滑に常務を遂行します。 



交付金事業の成果及び評価 

原子力発電施設等の見学会の実施を計画していたところですが、新型コロナウイルス感染拡大防止

の観点で見学会を中止することとしました。 
令和５年度５月以降は、新型コロナウィルス感染症が５類感染症へと移行することから、コロナ以

前どおりの実施を見込んでいる。 

交付金事業の契約の概要 
  

 契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額 
    
    
    
    
    
    
    
    
    
    

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 
 無 

（備考） 
（１）事業ごとに作成すること。 

  （２）番号の欄には、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。 
 （３）交付金事業の成果目標の欄は、発電用施設周辺地域整備法第１条（目的）を踏まえて具体的に記載すること。 
 （４）交付金事業の成果指標の欄は、成果目標を踏まえて定量的な指標を記載すること。 
（５）交付金事業の成果及び評価の欄は、進捗度、利用量並びに効果等をできる限り数値を用いて記載すること。 

 （６）交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。 
（７）成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した場合にあっては、第三者機関等の名称及び

構成員等を記載すること。 
 



 


